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（子会社等の異動を伴う株式の取得及び経営統合）
　印刷用紙や情報用紙以外に、堅調である板紙分野の取り扱い
を拡充し、販売品目の多角化と全国展開を図るため、2022
年１月１日付で、わかば紙商事株式会社の全株式を取得して
子会社化し、2022年４月１日付で経営統合する予定であります。

（資本金の額の減少）
　中長期的に安定した株主還元の実施と機動的かつ柔軟な資本
政策を実現することを目的として、資本金の額を23億81
百万円から１億円に減少させ、減少する22億81百万円全額を、
その他資本剰余金に振り替えることといたします。本件は
2022年１月25日開催予定の臨時株主総会において承認可決
されることを条件としております。

3. 剰余金の配当等の決定に関する方針
　利益配分につきましては、業績状況を勘案した上で可能な
限り安定した配当を維持していくことを基本方針としております。
　当期の剰余金の配当につきましては、上記方針を踏まえて
１株につき５0円の期末配当を予定しております。

　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご理解と 
ご支援を賜りますよう、お願い申し上げます。
　コロナ禍の折、くれぐれも健康にご留意され、皆様の安全
とご健勝を心よりお祈り申し上げます。

2021年12月

　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼
申し上げます。

　さて、当社グループの第71期第２四半期（2021年４月１日か
ら2021年９月30日まで）の事業概要をご報告申し上げます。

1. 事業の経過及びその成果
　当第2四半期連結累計期間における我が国経済は、長期化
する新型コロナウイルス感染の影響により経済活動が抑制 
され、依然として厳しい環境が続きました。
　国内紙流通業界におきましては、イベント関連やチラシ等
の印刷用紙需要が緩やかに回復しつつもコロナ禍前の水準
には及ばず、デジタル媒体へのシフトが加速して一層厳しさ
を増しております。
　このような状況下で当社グループは、感染予防を徹底し
ながら効率的な販売活動を展開するとともに、物流事業に
おいても外部顧客の需要を取り込み、グループ全体で連携
して収益改善に取り組んでまいりました。
　その結果、当第２四半期連結累計期間の経営成績は、売上
高6,342百万円（前年同期比2.9％増）、営業損失15百万円

（前年同期は24百万円の損失）、経常損失７百万円（同６百万
円の損失）、親会社株主に帰属する四半期純損失22百万円

（同23百万円の損失）となりました。

2. 対処すべき課題及び今後の見通し
　今後、感染症ワクチン接種の普及とともに経済活動が段階
的に引き上げられていくと期待されますが、急速なデジタル
化の進展により印刷用紙需要の減少は一層厳しさを増してい
くと予想されます。一方で、近年の世界的な環境意識の高ま
りを受けて、森林認証紙の需要が拡大しており、こうした 
新たな紙需要を迅速に捉え、安定供給と適正価格販売に注力し、
感染症終息後に必ず再開する将来のマーケットに十分な準備
を整えてまいります。
　また、当社は、当第71期において以下の政策を実施する
ことを決定いたしました。株主の皆様のご期待に応えるため、
引き続き経営基盤の強化と収益力の向上に努めてまいり 
ます。

代表取締役社長　郡　司　勝　美
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連結財務ハイライト
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■ 1株当たり四半期（当期）純利益又は
　　1株当たり四半期純損失 （単位：円）
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■ 経常利益又は経常損失 （単位：百万円）
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■ 親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益又は
　　親会社株主に帰属する四半期純損失



■ 四半期連結貸借対照表

科　目 前連結会計年度
（2021年3月31日現在）

当第2四半期連結会計期間
（2021年9月30日現在）

資産の部

流動資産 6,061,602 5,441,485

現金及び預金 1,536,400 1,396,176

受取手形及び売掛金 2,617,652 2,127,360

電子記録債権 525,188 519,302

商品 883,370 934,358

未収入金 452,759 413,098

その他 50,304 52,509

貸倒引当金 △4,074 △1,320

固定資産 2,390,191 2,367,179

有形固定資産 1,350,373 1,335,986

建物及び構築物 595,045 580,302

機械装置及び運搬具 35,253 36,951

土地 711,383 711,383

その他 8,690 7,349

無形固定資産 292,545 270,464

のれん 278,999 259,071

ソフトウエア 13,545 11,393

投資その他の資産 747,272 760,728

投資有価証券 345,254 367,279

出資金 218,921 218,921

繰延税金資産 109,602 104,407

その他 73,493 70,120

資産合計 8,451,793 7,808,665

（単位：千円）

科　目 前連結会計年度
（2021年3月31日現在）

当第2四半期連結会計期間
（2021年9月30日現在）

負債の部

流動負債 4,606,853 4,018,095

支払手形及び買掛金 4,287,438 3,761,310

電子記録債務 99,928 136,314

賞与引当金 13,714 6,700

その他 205,772 113,769

固定負債 347,920 335,433

退職給付に係る負債 305,225 289,790

その他 42,694 45,642

負債合計 4,954,773 4,353,528

純資産の部

株主資本 3,588,671 3,532,525

資本金 2,381,052 2,381,052

資本剰余金 782,473 782,473

利益剰余金 663,901 607,756

自己株式 △238,756 △238,756

その他の包括利益累計額 △92,423 △78,124

その他有価証券評価差額金 △92,423 △78,124

非支配株主持分 772 735

純資産合計 3,497,019 3,455,136

負債・純資産合計 8,451,793 7,808,665

四半期連結財務諸表
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■ 四半期連結損益計算書（要旨） （単位：千円）

科　目
前第2四半期連結累計期間

自 2020年4月 １ 日（ 至 2020年9月30日 ）
当第2四半期連結累計期間

自 2021年4月 １ 日（ 至 2021年9月30日 ）
　売上高 6,166,481 6,342,526

　売上原価 5,372,782 5,545,197

売上総利益 793,698 797,328

　販売費及び一般管理費 818,380 813,134

営業損失（△） △24,682 △15,805

　営業外収益 85,099 84,957

　営業外費用 67,132 76,853

経常損失（△） △6,714 △7,701

　特別利益 5,515 ―

税金等調整前四半期純損失（△） △1,198 △7,701

法人税、住民税及び事業税 6,571 9,806

法人税等調整額 16,127 5,195

法人税等合計 22,699 15,001

四半期純損失（△） △23,898 △22,703

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △6 △36

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △23,892 △22,666

■ 四半期連結キャッシュ・フロー計算書（要旨） （単位：千円）

科　目
前第2四半期連結累計期間

自 2020年4月 １ 日（ 至 2020年9月30日 ）
当第2四半期連結累計期間

自 2021年4月 １ 日（ 至 2021年9月30日 ）
営業活動による
キャッシュ・フロー △81,407 △102,100

投資活動による
キャッシュ・フロー 5,715 △5,711

財務活動による
キャッシュ・フロー △30,665 △32,411

現金及び現金同等物の
増減額 △106,357 △140,224

現金及び現金同等物の
期首残高 735,821 1,536,400

現金及び現金同等物の
四半期末残高 629,464 1,396,176

四半期連結財務諸表
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■ 会社概要
商 号 株式会社共同紙販ホールディングス

KYODO PAPER HOLDINGS
本 社 東京都台東区北上野一丁目9番12号

住友不動産上野ビル６階
創 業 1947年３月24日
設 立 1952年３月28日
資 本 金 2,381,052千円
子 会 社 関東流通株式会社

ファイビストオフィス株式会社
事 業 内 容 当社グループは、洋紙の販売を主たる業務と

しております。
当社が洋紙を顧客へ販売しており、関東流通
株式会社が当社を含む顧客商品の保管・加工・
配送を行っております。
また、当社はファイビストオフィス株式会社を
通じて特殊紙等を仕入れております。

従 業 員 数 144名（連結）　130名（単体）
上 場 取 引 所 東京証券取引所JASDAQ（スタンダード）

■ 役員
代 表 取 締 役 社 長 郡 司 勝 美
取 締 役 専 務 執 行 役 員 金　谷　吉之助
取 締 役 常 務 執 行 役 員 坂 本 浩 紀
取 締 役 常 務 執 行 役 員 木 村 純 也
取 締 役 常 務 執 行 役 員 市 川 裕 三
社外取締役（監査等委員） 川 又 　 肇
社外取締役（監査等委員） 川 島 英 明
社外取締役（監査等委員） 木 村 尚 二
社外取締役（監査等委員） 斉 藤 賢 司

■ 沿革
1947年 3月 東京都豊島区西巣鴨にて林紙業社を創業、各種和洋

紙の販売を開始。

1952年 3月 株式会社に改組（資本金15万円）、商号を株式会社
河内屋に変更。

1955年 1月 商号を株式会社河内屋洋紙店に変更。

1964年 4月 東京都北区滝野川に河内屋ビルを新築し、本店営業
部を設置。

1965年 4月 埼玉県戸田市笹目南町に戸田配送センターを開設。

1974年 4月 商号を河内屋紙株式会社に変更。

1989年11月 株式を社団法人日本証券業協会に店頭登録。

1998年 7月 本店を東京都北区滝野川に移転。

2003年10月 会社分割により物流事業部門を分社化し、関東流通
株式会社（当社連結子会社）を設立。

2003年12月 FSC®森林認証CoC認証取得（SGSHK-CoC-001587）。

2004年12月 株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場。

2006年 6月 代表取締役社長に郡司勝美が就任（現任）。

2007年 4月 本店を東京都文京区本駒込に移転。

2008年 4月 商号を株式会社共同紙販ホールディングスに変更し、
はが紙販株式会社と合併。同時に100％子会社であ
る河内屋紙株式会社及びはが紙販株式会社を設立。

2008年 5月 本店を東京都中央区晴海に移転。

2009年 5月 株式会社トモエの洋紙販売業等を事業譲受。

2010年 4月 100％子会社である河内屋紙株式会社及びはが紙販
株式会社を吸収合併。

2011年 4月 本店を東京都台東区北上野に移転。

2013年 7月 東京証券取引所JASDAQ（スタンダード）に株式を
上場。

2016年 6月 監査等委員会設置会社へ移行。

会社概要（2021年9月30日現在）
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■ 株式の状況
発行可能株式総数 2,000,000株
発行済株式の総数 669,577株

（自己株式65,767株を除く。）
株 主 数 1,858名

■ 大株主

株主名 持株数 持株比率

日本製紙株式会社 126千株 18.89％
日本紙通商株式会社 78 11.70
日本紙パルプ商事株式会社 71 10.69
国際紙パルプ商事株式会社 44 6.59
株式会社三井住友銀行 18 2.72
巣鴨信用金庫 18 2.69
株式会社きらぼし銀行 13 1.97
郡司　光太 10 1.58
新生紙パルプ商事株式会社 10 1.57
郡司　勝美 8 1.22

（注）  上記株主以外として、当社は自己株式65,767株を所有しております。また、持株比率は
自己株式を控除して計算しております。

■ 所有者別株式分布状況
自己株式

65,767株
8.94%

証券会社
251株
0.03%

金融機関
61,789株
8.40%

個人・その他
235,787株
32.07%

その他国内法人
371,550株
50.53%

外国人
200株
0.03%

株式の状況（2021年9月30日現在）

　当社は、株主の皆様への感謝のしるしとして、
家庭用紙製品（ティッシュ等）を贈呈いたして
おります。

（内容は変更となる場合がございますのでご了承ください。）

対  象 ３月末及び９月末現在の当社株主名簿に
記録された1単元以上保有の株主様

内  容
ご所有株式数にかかわらず一律1セット、
年2回進呈（３月は3,500円相当、９月は
2,000円相当）
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事 業 年 度 毎年４月１日から翌年３月31日まで
定 時 株 主 総 会 毎年６月下旬
基 準 日 定時株主総会・期末配当　毎年３月31日

中間配当　　　　　　　　毎年９月30日
株 主 名 簿 管 理 人 及 び 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
特別口座の口座管理機関 三井住友信託銀行株式会社
株 主 名 簿 管 理 人 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
事 務 取 扱 場 所 三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
郵 便 物 送 付 先 〒168-0063

東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

(電　 話　 照　 会　 先) 電話　0120-782-031（フリーダイヤル）

公 告 の 方 法 電子公告の方法により行います。
ただし、電子公告によることができない事故その他のやむを得ない事由が生じたときは、
日本経済新聞（東京）に掲載します。
公告掲載URL　https://www.kyodopaper.com

株主メモ

　

・住所変更、単元未満株式の買取等のお申し出先について
株主様の口座のある証券会社にお申し出ください。
なお、証券会社に口座がないため特別口座が開設されました株主様は、特別口座の口座管理機関である三井住友信託
銀行株式会社にお申し出ください。

・未払配当金の支払について
株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社にお申し出ください。

この使用紙は深みのある紙質で優雅な高級感
を与える印刷用紙のAVION（アヴィオン）です。


